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第１章　ひろしまの経済情勢

１　概況

＜景気の基調判断＞

下線部：景気プラス表現、○：景気プラス要因、▼：景気マイナス要因

↘ 8月

↗ 9月~ ▼半導体不足顕在化

11月

↗ 12月

↗ 1月~

4月

↘ 5月

↘ 6月
7月

↗ 8月
→ 10月

11月

↗ 12月

↗
1月~

3月

↗ 4月

↗ 5月 ▼FRB 0.5%の大幅利上げ（5月4日～22年振り）

↗ 6月
7月

8月

10月

11月

12月

1月~

4月

5月~

7月
 （資料） 日本銀行広島支店「広島県の金融経済月報」

（参考）戦後の景気変動

山 谷

（朝鮮戦争ブーム） S26. 6 S26.10

27か月 （投資・消費景気） S29. 1 S29.11

31か月 （神武景気） S32. 6 （なべ底不況） S33. 6

42か月 （岩戸景気） S36.12 （転換型不況） S37.10

24か月 （オリンピック景気） S39.10 （構造不況） S40.10

57か月 （いざなぎ景気） S45. 7 （ニクソン・ショック不況） S46.12

23か月 （列島改造ブーム） S48.11 （石油ショック不況） S50. 3

22か月 S52. 1 S52.10

28か月 S55. 2 （世界同時不況） S58. 2

28か月 S60. 6 （円高不況） S61.11

51か月 （平成景気） H 3. 2 （平成不況） H 5.10

43か月 H 9. 5 H11. 1

22か月 H12.11 H14. 1

73か月 H20. 2 H21. 3

37か月 H24. 3 H24.11

71か月 H30.10 R2.5

（資料） 内閣府経済社会総合研究所

－１－

第15循環 H21. 3　～  H24.11  8か月

第16循環 　　H24.11～ 19か月

第13循環 H11. 1　～　H14. 1 14か月

第14循環 H14. 1  ～　H21. 3 13か月

第11循環 S61.11　～　H 5.10 32か月

第12循環 H 5.10　～　H11. 1 20か月

第9循環 S52.10　～　S58. 2 36か月

第10循環 S58. 2　～　S61.11 17か月

第7循環 S46.12　～　S50. 3 16か月

第8循環 S50. 3　～　S52.10  9か月

第5循環 S37.10　～　S40.11 12か月

第6循環 S40.10　～　S46.12 17か月

第3循環 S29.11　～　S33. 6 12か月

第4循環 S33. 6　～　S37.10 10か月

第1循環 ～　S26.11  4か月

第2循環 S26.10　～　S29.11 10か月

景気変動 期間 拡張月数 後退月数

令和５年
緩やかに持ち直している。

（注）月は「広島県の金融経済月報」の公表月としている。

持ち直している。 〇G7広島サミット2023（5月19日～21日）
〇日経平均株価3万3753円33銭、終値としてバ
ブル期の平成2年3月以来およそ33年振りの高
値を更新（7月3日）

令和４年
持ち直しの動きがみられている。 ▼中国大規模ロックダウン

▼広島県まん延防止等重点措置
（1月9日～3月7日）

▼ロシアによるウクライナ侵攻（2月24日～）

サービス消費を中心に下押し圧力が続いているものの、緩やかな持ち直し基調
にある。

▼急激な円安が進行（約20年振りの円安水準）

全体としては持ち直し基調にあるが、足もとでは、新型コロナウイルス感染症の
影響から、サービス消費を中心に下押し圧力が強まっている。

▼国から緊急事態措置の実施地域に指定
（5月16日～6月20日）
○東京オリンピック・パラリンピック（7月23日～9
月5日）持ち直しのペースが鈍化している。

下押し圧力は続いているが、緩やかな持ち直し基調にある。 ▼広島県まん延防止等重点措置
（8月20日～9月30日）持ち直しの動きが一服している。

菅首相辞職（10月4日）、岸田首相就任

新型コロナウイルス感染症の影響から、依然として厳しい状態にあるが、持ち直
しの動きが続いている。

▼広島県まん延防止等重点措置
（1月9日～2月20日）

年月 広島県 トピックス
令和２年

令和３年

新型コロナウイルス感染症の影響から、依然として厳しい状態にあるが、持ち直
しの動きが続いている。

持ち直しの動きがみられている。

〇全国旅行支援の提供開始（10月11日～）
〇外国人入国者数の上限撤廃（10月11日～）
▼32年振り円安、1ドル＝150円台まで下落（10
月20日）

新型コロナウイルス感染症の影響から、厳しい状態が続いている。

新型コロナウイルス感染症の影響から、厳しい状態が続いているものの、持ち
直しの動きがみられている。

下押し圧力は残るものの、緩やかな持ち直し基調にある。

下押し圧力は残るものの、緩やかに持ち直している。 ▼6月の企業物価指数（速報値）が前年同月比
9.2%上昇

緩やかに持ち直している。
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＜県内総生産＞

令和元年度 令和2年度 増減数 増減率 全国ｼｪｱ 全国順位 令和元年度 令和2年度 増減率

総生産（名目）（10億円） 11,996 11,555 ▲ 441 ▲3.8% 2.1% 556,836 537,562 ▲3.6%

総生産（実質）（10億円） 11,992 11,460 ▲ 532 ▲4.6% 2.2% 550,131 527,388 ▲4.3%

総所得（10億円） 8,900 8,312 ▲ 588 ▲7.1% 2.2% 402,027 375,389 ▲7.1%

１人当たり所得（千円） 3,164 2,969 ▲ 195 ▲6.6% － 3,177 2,975 ▲6.8%

（注1） １人当たり県民所得は、県民所得（名目）／県人口で算出している。県人口は、「補間補正人口」（総務省）による。

（注2） １人当たり国民所得は、国民所得の年度値を総務省「人口推計月報」の各月初人口の年度平均で割ったもの。

（資料） 統計課「令和２年度県民経済計算」、内閣府「2021年度国民経済計算年次推計」、「年次推計主要計数」

項目

広島県 全国

内閣府
公表待ち

－２－

1,078,186
(20.1%)

30,065
(26.0%)

製造業
29,463
(26.3%)

687,305
(12.8%)

17,237
(14.9%)

卸売・小売業
16,998
(15.1%)

440,938
(8.2%)

11,428
(9.9%)

保健衛生・

社会事業

9,472
(8.4%)

657,824
(12.3%)

11,298
(9.8%)

不動産業

11,501
(10.2%)

469,653
(8.8%)

7,835
(6.8%)

専門・

科学

技術

6,626
(5.9%)

227,547
(4.2%)

4,705
(4.1%)

運輸・

郵便業

5,896
(5.3%)

308,092
(5.7%)

6,964
(6.0%)

建設業
4,329
(3.9%)

226,621
(4.2%)

4,032
(3.5%)

金融・

保険業

4,073
(3.6%)

274,129
(5.1%)

3,384
(2.9%)

情報

通信業

3,691
(3.3%)

89,497
(1.7%)

1,633
(1.4%)

宿泊・

飲食

サービ

ス業

2,304
(2.1%)

904,029
(16.9%)

17,178
(14.8%)

その他

17,868
(15.9%)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全国

（R2暦年）

広島県

（R2年度）

広島県

（H23年度）

（資料） 統計課「令和2年度県民経済計算」

（参照） P50 資料編 表Ⅰ－１

（注） 四捨五入等のため、合計が不一致になる場合がある。県内総生産には「輸入品に課される税・関税」、

「（控除）総資本形成に係る消費税」が含まれているので、県内総生産の合計値とは一致しない。

（資料） 統計課「令和2年度県民経済計算」、内閣府「2021年度国民経済計算年次推計」

経済活動別県内総生産（名目）構成比
（単位：億円，%）

（年度）

（注） 平成27年暦年基準による。

（資料）統計課「令和2年度県民経済計算」、内閣府「2021年度（令和3年度）国民経済計算年次推計」

（参照）資料編 P50 表Ⅰ－２

県内総生産（名目）

県民所得（名目）

10,827
11,176

11,793
12,344 12,391 12,466 12,259 11,996

11,555

11,213
11,555

11,961
12,361 12,415 12,500 12,287

11,992
11,460

7,976
8,294
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7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

13,000

14,000

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2

県内総生産・県民所得の推移

県内総生産（実質）

※網掛け部は景気後退期

県内総生産（名目）

県民所得（名目）

▲ 4.0

3.0
3.5 3.3

0.4 0.7

▲ 1.7
▲ 2.4

▲ 4.4

0.6 2.7

▲ 0.4
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▲ 0.8

▲ 4.1

2.5

▲ 5.0

▲ 3.0

▲ 1.0

1.0

3.0

5.0

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3

経
済

成
長

率
（
％

）

経済成長率（実質）の推移

広島県 全国

※網掛け部は景気後退期

（年度）
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＜生産動向＞

－３－

（資料） 中国運輸局「登録ナンバー別登録台数」（広島県）

（一社）日本自動車販売協会連合会「新車販売台数（登録車）」（全国）

（参照） P51 資料編 表Ⅰ－５

（注） 原指数 （資料） 県統計課「広島県鉱工業生産・出荷・在庫指数」 （参照） P50 資料編 表Ⅰ－３
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＋4.6
ポイント

（注） 原指数

（資料） 県統計課「広島県鉱工業生産・出荷・在庫指数」

（参照） P51 資料編 表Ⅰ－３
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＜個人消費＞

－４－

79,075

62,803

3,390

2,563

2,400

2,700

3,000

3,300

3,600

60,000

65,000

70,000

75,000

80,000

85,000

90,000

95,000

100,000

H24 25 26 27 28 29 30 R元 2 3 4

（全国，千台）（広島県，台）

新車販売台数（登録車）の推移

広島県 全国（右目盛）

※網掛け部は景気後退期

※網掛け部は景気後退期

4,310 

4,161 

19,592 20,660 

6,000

10,000

14,000

18,000

22,000

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

H24 25 26 27 28 29 30 R元 2 3 4

（全国，十億円）
（広島県，億円）

大型小売店（百貨店・スーパー）販売額の推移

広島県 全国（右目盛）

（注） H25年7月及びH27年7月に調査対象事業所の見直しを行ったため、それ以前の月間販売額などとの間に不連続が生じている。

（資料） 中国経済産業局「中国地域百貨店・スーパー販売動向」、経済産業省「百貨店・スーパー販売動向」

（参照） P51 資料編 表Ⅰ－４

（資料） 中国運輸局「登録ナンバー別登録台数」（広島県）

（一社）日本自動車販売協会連合会「新車販売台数（登録車）」（全国）

（参照） P52 資料編 表Ⅰ－５

※網掛け部は景気後退期

H24 25 26 27 28 29 30 R元 2 3 4
4-11月
円高不
況、
12月アベノ
ミクス始動

4月消費税
増税（5→
8％）

第4四半期
_記録的暖
冬、インバ
ウンド消費
の急増→
R元迄

10月消費
税増税（8
→10％）

4-6月新型
コロナまん
延による
緊急事態
宣言の全
国拡大を
受け、大
型小売店
が臨時休
業

5-9月大規
模大型施
設等への
休業要請

コロナ禍で
の行動制
限が緩和

H24 25 26 27 28 29 30 R元 2 3 4
4月消費税
増税（5→
8％）

10月消費
税増税（8
→10％）

秋以降、
半導体不
足

半導体不
足や海外
での部品
入荷や物
流遅延に
よる納車
遅れ

コロナ感
染拡大で
1-3月国内
工場の稼
働停止が
相次ぐ。3-
5月上海の
ロックダウ
ンで供給
網が寸
断。半導
体の供給
不足によ
る納車遅
れ。
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＜住宅投資＞

＜公共投資＞

－５－
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（全国，千戸）（広島県，戸）

新設住宅着工戸数の推移

広島県 全国（右目盛）

※網掛け部は景気後退期

R元

214,792

311,340

12.4
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2.0

4.0

6.0

8.0
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14.0
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18.0
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150,000

200,000

250,000

300,000

350,000
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（全国，兆円）（広島県，百万円）
公共工事保証実績の推移

広島県 全国（右目盛）

※網掛け部は景気後退期

（資料） 西日本建設業保証（株）「図で見る公共工事の動き」、東日本建設業保証（株）「公共工事前払金保証統計」

（参照） P53 資料編 表Ⅰ－７

（資料） 国土交通省「建築着工統計調査」

（参照） P52 資料編 表Ⅰ－６

（年度）

H24 25 26 27 28 29 30 R元 2 3 4
12月アベ
ノミクス
開始

消費税増
税前駆け
込み需
要、日銀
異次元の
金融緩和

4月消費
税増税(5
→8%）

1月相続
税改正

アパート
ローンに
対する金
融機関の
融資態度
の厳格化

10月消費
税増税(8
→10%）、
住宅ロー
ン減税の
特例措置

住宅展示
場来場者
数減、イ
ンター
ネットに
よる情報
提供積極
化

H24 25 26 27 28 29 30 R元 2 3 4
東日本大
震災復興
工事開始

広島高速
5号線工
事開始

東広島・
安芸バイ
パス工事
開始

7月西日
本集中豪
雨、~12
月防災・
減災、国
土強靱化
のための
３か年緊
急対策
（閣議決
定）

新安佐市
民病院新
築工事開
始

12月　防
災 ・減
災、国土
強靱化の
ための5
か年加速
化対策
（閣議決
定）



第１章　ひろしまの経済情勢

＜輸出入＞

＜景況感＞
（全産業）

－６－
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11 10

▲ 1

▲ 35

▲ 29
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▲ 6

▲ 9

▲ 2
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3
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4

▲ 4
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▲ 8
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▲ 2

2
0

2 3
6

5
8

▲ 40

▲ 30

▲ 20

▲ 10

0

10

20

（％ポイント）
業況判断Ｄ.Ｉ.の推移（「良い」－「悪い」）

広島県

全国

（注） 業況判断Ｄ．Ｉ．（「良い」－「悪い」回答者数構成比）

（資料） 日本銀行広島支店「企業短期経済観測調査」

（参照） P55 資料編 表Ⅰ－9
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広島県（輸出） 広島県（輸入） 全国（輸出）右目盛 全国（輸入）右目盛

※網掛け部は景気後退期

（資料） 神戸税関貿易統計

（参照） P54 資料編 表Ⅰ－8

※網掛け部は景気後退期
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＜企業倒産＞

＜物価＞

－７－

グラフ タイトル
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企業倒産件数の推移

広島県 全国（右目盛）

※網掛け部は景気後退期

（資料） 東京商工リサーチ「企業倒産状況」

（参照） P56 資料編 表Ⅰ－10

101.9
（福山市）100

102.3（広島市､全国）

93
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H24 25 26 27 28 29 30 R 元 2 3 4

（令和２暦年=100）

消費者物価指数（総合）の推移

広島市 福山市 全国

※網掛け部は景気後退期

R元

（資料） 県統計課「消費者物価指数」

総務省「消費者物価指数」

（参照） P56 資料編 表Ⅰ－11

H24 25 26 27 28 29 30 R元 2 3 4
4月消費
税増税(5
→8%）

10月消費
税増税(8
→10%）、

10月幼児
教育・保
育の無償
化

4月高等
教育授業
料等の減
免等＆私
立高校教
育無償化

3月携帯
電話料金
の大幅値
下げ

ロシアに
よるウク
ライナ侵
攻や円安
の影響で
エネル
ギー価格
が高騰
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＜雇用・所得環境＞

－８－
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広島県、５人以上 全国、５人以上 広島県、30人以上 全国、30人以上

※網掛け部は景気後退期

（資料） 県統計課「毎月勤労統計調査令和４年平均確報」、厚生労働省「毎月勤労統計調査」

（参照） P58 資料編 表Ⅰ－１３

（注） 新規学卒者除きパートタイム含む。原数値。

（資料） 広島労働局、厚生労働省「一般職業紹介状況」

（参照） P57 資料編 表Ⅰ－１２
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※網掛け部は景気後退期
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第２章　ひろしまの産業活動

1.概況

【参考*】
平成28年

令和3年 （増減数） （増減率） 全国ｼｪｱ 全国順位
【参考*】
平成28年

令和3年 （増減率）

企業数（者） 89,748 85,472 ▲ 4,276 ▲4.8% 2.3% 11位 3,856,457 3,684,049 ▲4.5%

民営事業所数（所） 127,057 122,155 ▲ 4,902 ▲3.9% 2.4% 11位 5,340,783 5,156,063 ▲3.5%

従業者数（人） 1,302,074 1,303,624 1,550 0.1% 2.2% 11位 56,872,826 57,949,915 1.9%

付加価値額（億円） 62,391 61,130 ▲ 1,261 ▲2.0% 1.8% 11位 2,895,355 3,362,595 16.1%

 （注1） 平成28年、令和3年付加価値額については、それぞれ平成27年、令和2年（1月から12月の1年間）の数値である。

 （資料） 総務省「令和３年経済センサス」

 （資料） 総務省「令和３年経済センサス」

－９－

項目

広島県 全国

（注2） *令和３年経済センサスの甲調査の対象事業所（企業等）は、平成28年経済センサス‐活動調査では活用されていなかった「国税庁法人
番号公表サイト」情報から、過去の調査で捉えていない外観からの確認では把握が困難な事業所を加えた調査名簿を基に調査を行った。この
ため、従来の活動調査よりも幅広に事業所を捉えており、単純に比較ができないことから、平成28年経済センサス‐活動調査結果については
「参考」と表章している。
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－10－

96,457
89,354 86,258 81,979

77,193

6,976

6,466 8,170
7,794

8,267

34,813

33,021 35,721 36,645

36,027

138,867

129,504 130,789
127,057

122,155

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

平成21年 平成24年 平成26年 平成28年 令和3年

（所）
民営事業所数の推移
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単独事業所
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（注1） 従業員数の総数には男女別の不詳を含む。

（資料） 総務省「令和３年経済センサス」

（注１） 民営事業所数の総数には法人でない団体を含むため、合計値と一致しない。

（資料） 総務省「令和３年経済センサス」
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２．産業大分類別の状況
（１）企業数及び民営事業所数

－11－

卸売業、小売業, 17,205 

建設業, 9,779 

宿泊業、飲食ｻｰﾋﾞｽ業, 
9,769 

不動産業、物品賃貸業, 
8,390 

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業、娯

楽業, 7,884 

製造業, 7,593 

医療・福祉, 6,940 

学術研究、専門・技術

サービス業, 4,744 

教育、学習支援業, 
2,556 その他, 10,612 

産業大分類別企業数（R3）

卸売業、小売業
20.1 

20.1 

建設業 11.4 11.6 

宿泊業、飲食ｻｰ

ﾋﾞｽ業 11.4 
11.6 

不動産業、物品

賃貸業 9.8 8.9 

生活関連ｻｰﾋﾞｽ

業、娯楽業 9.2 9.1 

製造業 8.9 9.2 

医療・福祉 8.1 8.1 

5.6 5.8 

3.0 3.0 

その他 12.4 12.6 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

広島県 全国

産業大分類別

企業数構成比（R3）

教育、学習支援業

学術研究、専門・

技術サービス業

（注） 四捨五入等のため、合計が不一致になる場合がある。

（資料） 総務省「令和３年経済センサス」

（注） 四捨五入等のため、合計が不一致になる場合がある。

（資料） 総務省「令和３年経済センサス」

企業数

8万5472者

(単位：者)

卸売業、小売業, 
30,092 

宿泊業、飲食ｻｰﾋﾞｽ業, 
13,344 

建設業, 11,370 

医療・福祉, 10,739 
生活関連ｻｰﾋﾞｽ業、娯

楽業, 10,200 

不動産業、物品賃貸業, 
9,555 

製造業, 9,429 

学術研究、専門・技術

サービス業, 5,729 

教育、学習支援業, 
3,994 

その他, 17,703 

産業大分類別民営事業所数（R3）

卸売業、小売業
24.6 23.8 

宿泊業、飲食ｻｰ

ﾋﾞｽ業 10.9 11.6 

建設業 9.3 9.4 

医療・福祉 8.8 9.0 

生活関連ｻｰﾋﾞｽ

業、娯楽業 8.4 
8.4 

不動産業、物品

賃貸業 7.8 
7.3 

製造業 7.7 8.0 

4.7 4.9 

3.3 3.2 

その他

14.5 
14.4 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

広島県 全国

産業大分類別

民営事業所数構成比（R3）

教育、学習支援業

学術研究、専門・

技術サービス業

事業所数

12万2155所

(単位：所)
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（２）従業者数及び付加価値額

－12－

卸売業、小売業, 
269,673 

製造業, 230,685 

医療・福祉, 
192,952 

宿泊業、飲食ｻｰﾋﾞ

ｽ業, 92,954 

建設業, 87,579 

運輸業、郵便業, 
75,731 

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業、

娯楽業, 46,624 

学術研究、専門・

技術サービス業, 
40,907 

不動産業、物品賃

貸業, 35,182 
その他, 231,337 

産業大分類別従業者数（R3）

従業者数

130万3624人

(単位：人)

卸売業、小売業
20.7 20.0 

製造業 17.7 
15.2 

医療・福祉 14.8 
14.1 

宿泊業、飲食ｻｰ

ﾋﾞｽ業 7.1 
8.1 

建設業 6.7 

6.4 

運輸業、郵便業 5.8 

5.6 

3.6 
3.8 

3.1 
3.7 

2.7 
2.8 

その他
17.7 20.3 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

広島県 全国

産業大分類別

従業者数構成比（R3）

不動産業、物

品賃貸業

学術研究、専

門・技術サービ

ス業
生活関連ｻｰﾋﾞ

ｽ業、娯楽業

製造業, 13,036

卸売業、小売業, 
11,699

医療・福祉, 7,712

建設業, 5,919
運輸業、郵便業, 

3,106

学術研究、専門・

技術サービス業, 
2,631

不動産業、物品賃

貸業, 2,015

宿泊業、飲食ｻｰﾋﾞ

ｽ業, 1,457

生活関連ｻｰﾋﾞｽ

業、娯楽業, 1,376

その他, 12,179

産業大分類別付加価値額（R2）

製造業21.3 
16.4 

卸売業、小売業
19.1 

16.2 

医療・福祉12.6 
21.6 

建設業9.7 7.0 

運輸業、郵便業 5.1 
3.8 

4.3 
6.6 

3.3 3.6 
2.4 2.0 

2.3 1.5 

その他

19.9 21.3 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

広島県 全国

産業大分類別

付加価値額構成比（R2）

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業、

娯楽業

宿泊業、飲食ｻｰﾋﾞｽ

業

不動産業、物品賃貸

業

学術研究、専門・技

術サービス業

付加価値額

6兆1130億円

（単位：億円）

（注） 四捨五入等のため、合計が不一致になる場合がある。

（資料） 総務省「令和３年経済センサス」

（注） 四捨五入等のため、合計が不一致になる場合がある。

（資料） 総務省「令和３年経済センサス」
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３　労働生産性

－13－
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沖
縄
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（万円）

従業員1人当たり付加価値額の全国比較(R2）

全国

599万円

219

728 679
548

1,903

831

414
446

1,088

585 638

170
309 365 408

549

376
480

272

1,692

644 602

1,963

1,003

401
484

1,200

771

1,063
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917

549
402
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業
，
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業

金
融
業
，
保
険
業

不
動
産
業
，
物
品
賃
貸
業

学
術
研
究
，
専
門
・
技
術
サ
ー
ビ
ス

業

宿
泊
業
，
飲
食
サ
ー
ビ
ス
業

生
活
関
連
サ
ー
ビ
ス
業
，
娯
楽
業

教
育
，
学
習
支
援
業

医
療
，
福
祉

複
合
サ
ー
ビ
ス
事
業

サ
ー
ビ
ス
業(

他
に
分
類
さ
れ
な
い

も
の)

全
産
業

特化係数労働生産性（万円） 産業大分類別の従業員1人当たり付加価値額（R2）

広島県 全国 特化係数

（注） 従業員１人当たり付加価値額（労働生産性）=付加価値額/事業従事者数で算出。

（資料） 総務省「令和３年経済センサス」

（注） 特化係数＝広島県従業員１人当たり付加価値額（労働生産性）/全国従業員１人当たり付加価値額（労働生産性）で算出。

（資料） 総務省「令和３年経済センサス」
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４　企業の立地動向

－14－
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図2-4a  企業立地件数の推移
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図2-4b  産業別 工場立地件数の推移
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図2-4c  地域別 工場立地件数の推移

備北地方圏

備後地方圏

広島地方圏

（資料） 県県内投資促進課

（資料） 県県内投資促進課

（資料） 県県内投資促進課

令和４年の広島県内への企業立地は11件で、前年に比べ２件増加した。内訳は、工場が６件で前年と同数、流通

施設は５件で前年から２件増加、研究施設は０件であった（図2-4a）。

立地企業を産業別にみると基礎素材型が３件と一番多く、地域別では広島地方圏への立地が２件、備後地方圏

への立地が４件であった（図2-4b,c）。



第２章　ひろしまの産業活動

５　設備投資動向

（資料）日本政策投資銀行中国支店 「中国地域設備投資計画調査」

R３・４・５年度　設備投資動向(広島県） (億円､％)

（注）「＊＊」は1企業に関する数値であるため秘匿。

 （資料）日本政策投資銀行中国支店 「2022・2023・2024年度 中国地域設備投資計画調査　統計表」

R３・４年度対比(調査回答社数 326) R４・５年度対比（調査回答社数 352）

R３年度実績 R４年度実績 R４/R３ R４年度実績 R５年度計画 R５/R４

47.9
製造業 1,738 1,367 ▲ 21.3 1,007 1,504 49.4
全産業 2,424 2,113 ▲ 12.8 1,607 2,378

365.5
　繊　維 42 14 ▲ 67.4 14 8 ▲ 41.2
　食　品 30 16 ▲ 45.9 16 75

126.4
　化　学 143 202 41.5 110 102 ▲ 7.3
　紙・パルプ 19 8 ▲ 57.5 8 19

▲ 100.0
　窯業・土石 2 3 92.1 5 5 18.5
　石　油 0 0 0.0 ＊＊ ＊＊

204.9
　非鉄金属 ＊＊ ＊＊ ▲ 100.0 ＊＊ ＊＊ -
　鉄　鋼 504 333 ▲ 34.0 10 31

30.5
　電気機械 7 10 43.9 11 18 63.4
　一般機械 54 83 52.7 87 114

295.9
　輸送用機械 826 602 ▲ 27.0 599 903 50.6
　精密機械 0 0 200.0 4 16

51.2
　その他の製造業 ＊＊ ＊＊ ▲ 9.8 142 214 50.2
　（自動車） 787 558 ▲ 29.1 555 839

45.4
　建　設 26 7 ▲ 74.8 7 15 122.2
非製造業 686 746 8.7 601 873

55.6
　不動産 37 27 ▲ 25.6 27 28 1.7
　卸売・小売 174 133 ▲ 23.9 185 288

40.8
　電力・ガス 235 291 24.0 78 128 63.0
　運　輸 85 145 69.9 173 244

18.3
　リース 5 8 47.2 10 10 ▲ 1.5
　通信・情報 83 73 ▲ 12.5 73 86

－15－

58.7
　その他の非製造業 ＊＊ ＊＊ ▲ 100.0 ＊＊ ＊＊ -
　サービス 39 62 58.2 47 75

1,637

2,008

2,486
2,326 2,418

3,065

1,977
2,226 2,307

1,755
1,607

2,378
（計画）
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※網掛け部は景気後退期
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６　輸出入の状況

－16－

H24 25 26 27 28 29 30 R元 2 3 4

輸出総額（億円） 18,479 20,046 21,945 23,769 22,210 23,767 23,670 22,393 18,863 22,291 27,453

対前年比（%） 97.6 108.5 109.5 108.3 93.4 107.0 99.6 94.6 84.2 118.2 123.2

全国ｼｪｱ（%）右目盛 2.9 2.9 3.0 3.1 3.2 3.0 2.9 2.9 2.8 2.7 2.8

18,479
20,046

21,945

23,769

22,210
23,767 23,670 22,393

18,863

22,291 

27,453 

2.9 2.9 3.0 3.1 3.2 3.0 2.9 2.9 2.8 2.7 2.8 
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7.0
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9.0
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0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000
輸
出
総
額

（
億
円

）

輸出総額の推移

輸送用機器, 
14,320, 52.2%

原料別製品, 
7,164, 26.1%

一般機械, 3,223, 
11.7%

電気機器, 1,047, 
3.8%

化学製品, 633, 
2.3%

原料品, 
166,0.6％

食料品, 51, 0.2%

鉱物性燃料, 4, 
0.0%

その他, 845, 
3.1%

品目別輸出額（R4）

アジア，
10,254,37.4%

北米, 8,183, 
29.8%

西欧, 2,326, 
8.5%

大洋州, 2,100, 
7.6%

中南米, 2,025, 
7.4%

アフリカ, 1,390, 
5.1%

中東, 748, 2.7%
中東欧・ロシア

等, 429, 1.6%

地域別輸出額（R4）

（注） 四捨五入等のため、合計が不一致になる場合がある。

（資料） 神戸税関貿易統計

（資料） 神戸税関貿易統計

（参照） P54 資料編 表Ⅰ－８

輸出総額

2兆7453億円

（単位：億円）

輸出総額

2兆7453億円

（単位：億円）

全国ｼｪｱ（％）

ASEAN
4,482
16.3%

中国

2,069
7.5%

韓国

1,691
6.2%

台湾

1,143
4.2%

インド

305
1.1%

アジアその他

564
2.1%

アジア内訳
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－17－

鉱物性燃料, 
6,209, 38.3%

原料品, 3,454, 
21.3%

電気機器, 1,228, 
7.6%

原料別製品, 
1,198, 7.4%

一般機械, 891, 
5.5%

化学製品, 661, 
4.1%

輸送用機器, 
660, 4.1%

食料品, 286, 
1.8%

その他, 1,636, 
10.1%

品目別輸入額（R4）

アジア, 7,169, 
44.2%

大洋州, 5,320, 
32.8%

北米, 1,231, 7.6%

中南米, 1,100, 
6.8%

中東欧・ロシア

等, 916, 5.6%

アフリカ, 198, 
1.2%

西欧, 174, 1.1%

中東, 115, 0.7%

地域別輸入額（R4）

（注） 四捨五入等のため、合計が不一致になる場合がある。

（資料） 神戸税関貿易統計

H24 25 26 27 28 29 30 R元 2 3 4

輸入総額（億円） 11,438 12,430 12,787 11,314 9,075 10,647 11,377 10,859 8,186 11,388 16,223

対前年比（%） 103.6 108.7 102.9 88.5 80.2 117.3 106.9 95.4 72.0 139.1 142.5

全国ｼｪｱ（%）右目盛 1.6 1.5 1.5 1.4 1.4 1.4 1.4 1.4 1.2 1.3 1.4

11,438
12,430 12,787
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9,075
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1.6 
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）

輸入総額の推移

輸入総額

1兆6223億円

（単位：億円）

輸入総額

1兆6223億円

（単位：億円）

（資料） 神戸税関貿易統計

（参照） P54 資料編 表Ⅰ－８

全国ｼｪｱ（％）

中国, 3,242 , 
20.0%

ASEAN, 2,891 , 
17.8%

韓国, 828 , 5.1%

台湾, 97 , 0.6%

インド, 79 , 
0.5%

アジアその他, 
32 , 0.2%

アジア内訳
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７　特許等出願状況

－18－

2,312 2,334 2,442 2,449 2,614 2,474 2,405 2,315
1,965 1,945

1,407

113 83 96 113
80 91 105

77

81 91

51

328 304
382 349

357 424 336 350

311 374

372

986 1,063
1,060 1,102

1,174 1,301
1,315 1,341

1,349 1,440

1,363

3,739 3,784
3,980 4,013

4,225 4,290
4,161 4,083

3,706
3,850

3,193

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

H24 25 26 27 28 29 30 R元 2 3 4

（件） 特許等出願数の推移

商標

意匠

実用新案

特許

（資料） 特許庁「特許行政年次報告書」

（資料） 特許庁「特許行政年次報告書2023年度版」

233 
233 
252 
342 
372 
386 
446 
533 
644 
712 
821 
856 

1,419 
3,633 

8,167 

0 3,000 6,000 9,000

北海道

宮城県

千葉県

新潟県

広島県

福岡県

静岡県

京都府

埼玉県

岐阜県

兵庫県

神奈川県

愛知県

大阪府

東京都

意匠出願件数（R４）

上位15都道府県

11位

1,078 
1,085 

1,121 
1,363 

1,872 
1,941 

2,425 
2,905 

3,124 
3,669 

3,807 

5,783 
6,444 

14,744 
56,256 

0 20,000 40,000 60,000

長野県

茨城県

岐阜県

広島県

北海道

静岡県

千葉県

京都府

埼玉県

福岡県

兵庫県

神奈川県

愛知県

大阪府

東京都

商標出願件数（R４）

上位15都道府県

12位

1,060 
1,082 
1,168 
1,407 
1,602 
1,623 
2,060 
2,322 
2,740 
4,758 

10,219 
12,695 

25,353 
26,174 

110,747 

0 40,000 80,000 120,000

愛媛県

山口県

千葉県

広島県

福岡県

長野県

茨城県

埼玉県

静岡県

兵庫県

京都府

神奈川県

愛知県

大阪府

東京都

特許出願件数（R４）

上位15都道府県

12位

45
45
50
51
52
62
68
70

96
100

113
139

172
208

392
757

0 200 400 600 800

新潟県

岐阜県

長野県

広島県

北海道

茨城県

京都府

静岡県

福岡県

千葉県

兵庫県

埼玉県

神奈川県

愛知県

大阪府

東京都

実用新案出願件数（R４）

上位16都道府県

13位

H24 25 26 27 28 29 30 R元 2 3 4
【商標】
8月、地域団
体商標制度
改正_、商工
会、商工会
議所、特定
非営利活動
法人を地域
団体商標の
登録主体に
追加

【商標】
4月、動き、
ホログラ
ム、音、色
彩、位置の5
つのタイプ
の商標につ
いても出願
受付開始

【商標】
7月、地域団
体商標の登
録主体を、
(一社)まで
拡充、
地域団体商
標に係る商
標権の取得
費用及び権
利の更新費
用の1／2軽
減

【特許】
4月、中小企
業、個人、
大学を対象
とした審査
請求料と特
許料の減免
措置

【意匠】
4月、改正意
匠法_新たに
画像、建築
物、内装の
意匠を保護

【特･実・
意・商】
10月審判口
頭審理のオ
ンライン化

特許、商標
及び意匠の
計８つの業
務をはじめ
とした各業
務について
AI技術の導
入を推進
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８　金融動向

－19－

（資料） 県経営革新課

（資料） 県経営革新課

H24年度 25 26 27 28 29 30 R元年度 2 3 4

貸出残高（十億円） 11,460 11,730 12,157 12,422 12,791 13,297 13,746 14,175 15,022 15,374 16,096

預金残高（十億円） 19,519 19,987 20,727 21,180 21,752 22,456 23,042 23,459 24,992 25,658 26,128

対前年比（%、貸出残高） 99.8 102.4 103.6 102.2 103.0 104.0 103.4 103.1 106.0 102.3 104.7

対前年比（%、預金残高） 102.9 102.4 103.7 102.2 102.7 103.2 102.6 101.8 106.5 102.7 101.8

11,460 11,730 12,157 12,422 12,791
13,297 13,746 14,175

15,022 15,374
16,096

19,519 19,987
20,727 21,180 21,752

22,456 23,042 23,459
24,992

25,658 26,128

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000
（十億円） 県内金融機関貸出・預金残高の推移

H24年度 25 26 27 28 29 30 R元年度 2 3 4

保証承諾（億円） 3,055 3,029 3,124 2,689 2,005 1,579 1,727 1,738 6,754 1,464 1,795

保証債務残高（億円） 6,785 6,464 6,268 5,808 5,061 4,481 4,217 4,127 8,490 8,531 8,252

対前年比（%、保証承諾） 98.7 99.1 103.1 86.1 74.6 78.8 109.4 100.6 388.6 21.7 122.6

対前年比（%、保証債務残高） 95.1 95.3 97.0 92.7 87.1 88.5 94.1 97.8 205.8 100.5 96.7

3,055 3,029 3,124
2,689

2,005
1,579 1,727 1,738

6,754

1,464
1,795

6,785
6,464 6,268

5,808

5,061

4,481
4,217 4,127

8,490 8,531
8,252

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000
（億円）

信用保証の推移（広島県信用保証協会）

（資料） 県経営革新課

（資料） 県経営革新課
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９　企業倒産

－20－

サービス業他, 
31 , 29.2%

建設業, 24 , 
22.6%

卸売業, 14 , 
13.2%

小売業, 13 , 
12.3%

製造業, 11 , 
10.4%

運輸業, 8 , 7.5%

不動産業, 3 , 
2.8%

情報通信業,1 , 0.9%

農・林・漁・鉱業, 1 , 0.9%

業種別企業倒産の状況

（R4）

（資料） 東京商工リサーチ

（参照） P56 資料編 表Ⅰ－１0

（注１） 業種区分は調査機関の区分による。

（注２） 四捨五入等のため、合計が不一致になる場合がある。

（資料） 東京商工リサーチ

販売不振, 79, 74.5%

既往のシワ寄せ, 
16, 15.1%

他社倒産の余波, 
7, 6.6%

放漫経営、売掛金回収難、設備投資過大､その他,
各1,各0.9%

原因別企業倒産の状況

（R4）

原因別倒産件数

106件

（単位：件）

304

752
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270

626

515

335

248
280

147

328

223 228
202 179

140 138

156 157 167
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0
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H24 25 26 27 28 29 30 R元 2 3 4

負
債
総
額

（
億
円

）

倒
産
件
数

（
件

）

企業倒産件数・負債総額の推移

倒産件数

負債総額（右目盛）

業種別倒産件数

106件

（単位：件）
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10　開業率・廃業率

：

（参考）　開業率・廃業率の算出に用いる統計データ及びその特徴

短所
対象が従業員を雇っている事業所に
限定される

調査間隔が概ね２～５年と長く、調査期間内に開業
し、次回の調査までに廃業に至る事業所（企業）の動
向が把握できない。

－21－

統計データベースの
調査年

毎年度
「経済センサス－基礎調査」（平成26年実施）

「経済センサス－活動調査」（平成24、28、令和３年実
施）

長所 毎年の捕捉が可能 全事業所・企業が対象

雇用保険事業年報 経済センサス

対象 雇用保険の適用事業所
すべての事業所及び企業

（ただし、農林漁家等を除く）

1.9

6.3

5.1

4.4

1.9

6.4

5.2
4.9

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

H21-24 H24-26 H26-28 H28-R3

（％）

民営事業所の開業率（年率）の推移

広島県

全国
6.0

6.4

7.3

5.3

6.3
6.5

7.9

5.7

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

H21-24 H24-26 H26-28 H28-R3

（％）

民営事業所の廃業率（年率）の推移

広島県

全国

3.7 3.6

3.0 3.0 3.0
2.8 2.9 2.8

3.7 3.8 
3.5 3.4 3.5 3.4 

3.2 3.1 

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

5.5

6.0

H26 27 28 29 30 R元 2 3

（％）

雇用保険適用事業所の

廃業率の推移

広島県

全国

※網掛け部は景気後退期

（資料） 厚生労働省「雇用保険事業年報」

（注１） 開業・廃業事業所数には、事業内容等不詳の事業所を含まない。

（資料） 総務省「経済センサス」

（資料） 中小企業庁「中小企業白書」

4.2
4.4 4.5

4.3

3.7 3.7

4.4

3.7

4.8 
5.1 

5.5 5.5 

4.4 4.2 

5.0 

4.3 

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

5.5

6.0

H26 27 28 29 30 R元 2 3

（％）

雇用保険適用事業所の

開業率の推移

広島県

全国 ※網掛け部は景気後退期
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１　概況

主要指標

令和３年 令和４年 増減数 増減率 全国ｼｪｱ 全国順位 令和３年 令和４年 増減率

事業所数（所） 4,812 5,893 - - 2.6% 13位 176,858 222,770 -

従業者数（人） 207,756 212,956 - - 2.8% 11位 7,465,556 7,714,495 -

令和２年 令和３年 増減数 増減率 全国ｼｪｱ 全国順位 令和２年 令和３年 増減率

製造品出荷額等（億円） 88,699 99,439 - - 3.0% 10位 3,020,033 3,302,200 -

付加価値額（億円） 26,309 31,019 - - 2.9% 11位 968,255 1,066,140 -

項目
広島県 全国

－22－

出所）経済産業省「工業統計調査結果報告」

5,702 

5,777 

5,893 

5,914 

6,023 

6,123 

6,425 

6,487 

8,579 

9,915 

10,526 

13,216 

15,416 

18,476 

18,584 

0 5,000 10,000 15,000 20,000

群馬

新潟

広島

千葉

福岡

長野

北海道

岐阜

兵庫

神奈川

静岡

埼玉

東京

愛知

大阪

（所）

事業所数（R4）
上位15都道府県

203,743 

203,820 

204,601 

208,423 

212,956 

218,619 

229,024 

268,401 

275,475 

358,515 

358,626 

389,587 

404,241 

447,022 

847,082 

0 200,000 400,000 600,000 800,000 1,000,000

岐阜

長野

三重

千葉

広島

群馬

福岡

東京

茨城

兵庫

神奈川

埼玉

静岡

大阪

愛知

（人）

従業者数（R4）
上位15都道府県

81,874 

83,654 

83,831 

85,761 

94,450 

99,439 

110,344 

130,968 

136,869 

142,540 

165,023 

172,905 

173,752 

186,058 

478,946 

0 200,000 400,000 600,000

滋賀

岡山

群馬

栃木

福岡

広島

三重

千葉

茨城

埼玉

兵庫

静岡

神奈川

大阪

愛知

（億円）

製造品出荷額等（R3）
上位15都道府県

27,423 

27,986 

28,655 

29,119 

31,019 

31,281 

33,227 

33,344 

48,119 

51,729 

54,094 

54,424 

58,717 

61,707 

131,690 

0 30,000 60,000 90,000 120,000 150,000

福岡

栃木

滋賀

群馬

広島

東京

千葉

三重

茨城

埼玉

神奈川

兵庫

静岡

大阪

愛知

（億円）

付加価値額（R3）
上位15都道府県

（資料）総務省・経済産業省「2022年経済構造実態調査 製造業事業所調査結果」

11位

11位

10位

13位

（注１） 事業所数及び従業者数は、令和３年、令和４年の６月１日現在、製造品出荷額等及び付加価値額は、

令和２年、令和３年（１～12月の1年間）の数値である。

（注２） 2022年経済構造実態調査では、個人経営を除く全ての事業所を集計しているが、令和３年経済センサス調査では、従業者４人以

上の事業所を調査対象としており、単純比較ができないため増減を表示していない。

（資料１）令和３年事業所数、従業者数及び令和２年製造品出荷額等、付加価値額の数値は、総務省・経済産業省「令和３年経済

センサス」 産業別集計（製造業）に関する集計（概要）

（資料２）令和４年事業所数、従業者数及び令和３年製造品出荷額等、付加価値額の数値は、総務省・経済産業省「2022年経済構造実態

調査 製造業事業所調査結果」
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－23－

5,346 5,194
5,086

5,661

4,920 4,802 4,688 4,577
4,812

5,893

204,366 206,133 209,515 211,902 215,192 216,899 220,240 218,639
207,756

212,956

0
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100,000
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2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

H24 25 26 28 29 30 R元 2 3 4

事
業
所
数

（
所

）

事業所数及び従業者数の推移

事業所数 従業者数（右目盛）

（資料）総務省・経済産業省「2022年経済構造実態調査 製造業事業所調査結果」

（注） 付加価値率＝付加価値額/製造品出荷額等で算出。
（資料）総務省・経済産業省「2022年経済構造実態調査 製造業事業所調査結果」
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２．産業中分類別の状況

（１）事業所数及び従業者数

－24－

一般機械（総合）, 
1,066

金属製品, 831

輸送用機械, 642

食料品, 570

繊維工業, 382

電気機械（総合）, 
281

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製品, 280

印刷・同関連, 276

家具・装備品, 224 

その他, 1,341 

産業中分類別事業所数（R4）

事業所数

5893所

（単位：所）

一般機械（総

合）, 18.1 16.3

金属製品, 
14.1 13.8

輸送用機械, 
10.9 

5.0

食料品, 9.7 

11.1

繊維工業, 6.5 

6.0

電気機械（総合）, 4.8 

7.1

ﾌﾟﾗ製品, 4.8 

6.2

印刷・同関連, 
4.7 6.1

家具・装備品, 
3.8 2.9

その他, 22.8 25.7

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

広島県 全国

産業中分類別

事業所数構成比（R4）

輸送用機械, 49,453

一般機械（総合）, 
35,469

食料品, 27,106

プラスチック製品, 
14,754

金属製品, 14,579

電気機械（総合）, 
14,560

鉄鋼業, 9,924

繊維工業, 6,913

化学工業, 6,211

その他, 33,987

産業中分類別従業者数（R4）

従業者数

21万2956人

（単位：人）

輸送用機械, 
23.2

13.4

一般機械（総

合）, 16.7

15.6

食料品, 12.7

14.3

プラ製品, 6.9

5.8

金属製品, 6.8

7.9

電気機械（総

合）, 6.8
13.4

鉄鋼業, 4.7
2.9

繊維工業, 3.2
3.0

化学工業, 2.9

5.1

その他, 16.0 18.6

0%

10%

20%

30%
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広島県 全国

産業中分類別

従業者数構成比（R4）

（注１） 四捨五入等のため、合計が不一致になる場合がある。

（注２） 一般機械（総合）は、はん用機械器具、生産用機械器具、業務用機械器具を含む。

（注３） 電気機械（総合）は、電子部品・デバイス・電子回路、電気機械器具、情報通信機械器具を含む。

（資料）総務省・経済産業省「2022年経済構造実態調査 製造業事業所調査結果」

（注１） 四捨五入等のため、合計が不一致になる場合がある。

（注２） 一般機械（総合）は、はん用機械器具、生産用機械器具、業務用機械器具を含む。

（注３） 電気機械（総合）は、電子部品・デバイス・電子回路、電気機械器具、情報通信機械器具を含む。

（資料）総務省・経済産業省「2022年経済構造実態調査 製造業事業所調査結果」
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（２）製造品出荷額等及び付加価値額

－25－

輸送用機械, 30,531

一般機械（総合）, 
14,142

鉄鋼業, 13,930

電気機械（総合）, 
9,230

食料品, 5,893

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製品, 5,797

化学工業, 3,833

金属製品, 3,510

非鉄金属, 2,937 その他, 9,637

産業中分類別製造品出荷額等（R3）

製造品

出荷額等

9兆9439億円

（単位：億円）

輸送用機械, 7,905

一般機械（総合）, 
5,430

電気機械（総合）, 
4,379

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製品, 2,220

食料品, 2,182

化学工業, 1,651

鉄鋼業, 1,280

金属製品, 1,221

非鉄金属, 951

その他, 3,799

産業中分類別付加価値額（R3）

付加価値額

3兆1019億円

（単位：億円）

輸送用機械

25.5
15.2

一般機械（総

合） 17.5

14.5

電気機械（総

合）, 14.1

14.5

ﾌﾟﾗ製品, 7.2

4.6

食料品, 7.0

9.5

化学 5.3

11.2

鉄鋼業, 4.1

3.9

金属製品, 3.9

5.8

非鉄金属, 3.1

2.8

その他, 12.2
18.0
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広島県 全国

産業中分類別

付加価値額構成比（R3）

（注１）四捨五入等のため、合計が不一致になる場合がある。

（注２）一般機械（総合）は、はん用機械器具、生産用機械器具、業務用機械器具を含む。

（注３）電気機械（総合）は、電子部品・デバイス・電子回路、電気機械器具、情報通信機械器具を含む。

（資料）総務省・経済産業省「2022年経済構造実態調査 製造業事業所調査結果」

（注１）四捨五入等のため、合計が不一致になる場合がある。

（注２）一般機械（総合）は、はん用機械器具、生産用機械器具、業務用機械器具を含む。

（注３）電気機械（総合）は、電子部品・デバイス・電子回路、電気機械器具、情報通信機械器具を含む。

（資料）総務省・経済産業省「2022年経済構造実態調査 製造業事業所調査結果」
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３　製造品目別の状況
（１）輸送用機械器具製造業

－26－

21,163
22,048

27,280

34,549 34,572
36,124

35,038

32,569

29,182
30,531

3.7
3.8

4.5

5.3
5.3 5.3

5.0

4.8
4.8

4.8

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

5.5

6.0

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

H24 25 26 27 28 29 30 R元 2 3

（

%

)

（
億
円

）
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広島県 全国シェア（右目盛）
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自動車生産台数の推移 マツダ（国内生産分） 全国（右目盛）

（資料）マツダ㈱「生産・販売状況」、（一社）日本自動車工業会「自動車統計月報」

（資料）総務省・経済産業省「2022年経済構造実態調査 製造業事業所調査結果」

4位

H24 25 26 27 28 29 30 R元 2 3 4
1月マツダ
メキシコ
新工場操
業開始、
4月消費税
（5→8%）

2月マツダ
CX-3新発
売、
4月軽自動
車税増税

マツダCX-
9gen.2発
売

2月マツダ
CX-5gen.2
発売
12月CX-8
新発売

1月消費税
(8→10%）
10月マツ
ダCX-30発
売

新型コロ
ナウイル
スのパン
デミッ
ク、秋以
降世界的
な半導体
不足

半導体部
品供給不
足、海外
での部品
入荷や物
流遅延の
結果、生
産遅れ、
納期遅れ
9月マツ
ダ・トヨ
タアラバ
マ新工場
操業開始

中国での
コロナ感
染拡大の
影響で、
国内工場
の操業停
止が相次
ぐ。
9月マツダ
CX-60発売
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（２）鉄鋼業

－27－
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（JPY/USD)（千総トン）

県内新造船受注量・竣工量・手持工事量の推移

受注量 竣工量 手持工事量 円ドルレート（右目盛）

（資料）中国運輸局「県別造船状況」、日本銀行「主要時系列統計データ表_東京インターバンク相場」
（参照）為替レート：資料編P59  "為替相場の推移"の月中最高値と月中最安値を加工して求めた。
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2,876

3,886

4,210

4,801

6,746
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7,602

10,466

10,492

11,536

13,930

15,429

19,054

21,569

26,364

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000 30,000
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山口
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大分
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広島

大阪

千葉

兵庫

愛知

（億円）

上位15都道府県

5位

（資料） 総務省・経済産業省「2022年経済構造実態調査 製造業事業所調査結果」

H24 25 26 27 28 29 30 R元 2 3 4
1月ユニバー
サル造船と
IHIマリンユ
ナイテッド
が合併、
ジャパンマ
リンユナイ
テッド(JMU)
発足

1月窒素酸化
物（NOx）の
排出2次規制

7月日本郵
船、商船三
井、川崎汽船
がコンテナ船
事業を統合し
た新会社
「オーシャン・
ネットワーク・
エクスプレス」
（ONE）が発足

4月国際海事
機関IMOは温
暖化ガスGHG
削減戦略を
採択

３月今治造
船とＪＭＵ
は資本業務
提携と商船
営業、設計
の合弁会社
の立ち上げ
で合意、12
月今治造船
とＪＭＵが
資本業務提
携

５月神田造船
所がR4年１月
造船事業から
の撤退を発
表、10月三井
E&S造船の艦
艇事業の三
菱重工業へ
の譲渡が完
了。また、艦
艇事業等を除
いた商船事業
を主な事業と
する同社株式
の49%の常石
造船への譲
渡が完了
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（３）一般機械器具製造業（総合）
　　（はん用機械・生産用機械・業務用機械器具製造業）

（単位：億円）

R2 R3

4,053 4,598

8,599 8,743

570 801

13,222 14,142

（４）電気機械器具製造業（総合）
　　（電子部品・デバイス・電子回路、電気機械器具、情報通信機械器具製造業）

（単位：億円）

R2 R3

2,048 2,252

情報通信機械器具 71 41

6,237 9,230

  製造品出荷額等（内訳）

産業中分類

電子部品・ﾃﾞﾊﾞｲ
ｽ・電子回路

4,118 6,937

 製造品出荷額等（内訳）

産業中分類

はん用機械器具

生産用機械器具

業務用機械器具

一般機械（合計）

電気機械器具

電気機械（総合）

－28－

（資料） 総務省・経済産業省「2022年経済構造実態調査 製造業事業所調査結果」
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9位

（資料） 総務省・経済産業省「2022年経済構造実態調査 製造業事業所調査結果」
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